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（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

 ○入学定員の考え方 

  地域資源創成学部地域資源創成学科では、入学定員を 90名（編入学定員は設

けない）として設定している。この新設学部は、地域創成に不可欠な「社会を牽

引するイノベーションを起こせるマネジメント力」と「地域資源の価値を複眼的

に捉える視野」を持った人材の養成に向けて、「マネジメント（経営学、商学）

の専門知識」と「社会・人文科学、及び農学・工学の利活用技術の基礎知識」を

研究者教員並びに実務家教員が協働して教授する異分野融合のカリキュラムを

構築している。また、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた

汎用的能力の育成はもちろんのこと、学生が主体的に問題を発見し、解答を見い

だしていく能力を涵養するため、多くの講義において、学生の予習を前提とした

ディスカッションやディベートなどを実施（反転授業）することとしている。さ

らには、身に付けた知識や能力を実践する場として、宮崎県全域をフィールドと

した実習や国内インターンシップもしくは海外短期研修を必修として課すこと

により、「企画力」「実践力」の育成を図り、地域から要望が高い、実社会で即戦

力として活躍でき、地域の活性化に貢献できる人材の輩出を目指している。 

なお、宮崎県全域をフィールドとした実習では、1年次前期から 2年次前期ま

でに１学年を複数グループに分けて実施し、2年次後期からは「地域産業創出コ

ース」「地域創造コース」「企業マネジメントコース」の 3コース毎に実施するこ

ととしているが、完成年度には入学定員の 3 倍の学生が県内全域で各実習を行

うこととなり、実習先となる自治体、企業、団体等の受入体制を考慮する必要が

ある。また、地域資源創成学部の専任教員は 24名であるため、移動中や実習先

での学生の安全面及び教育の質を担保した実習指導を行うには、学生数に一定

の限界がある。 

以上により、本学部の入学定員としては 90名が妥当である。 

 

○客観的なデータ 

 ＜既存学部の倍率・充足率＞ 

 本学部の設置と時を同じくして学生の募集を停止する本学の教育文化学部人

間社会課程（入学定員 80名）の直近 5年間の入学者選抜の状況は、平均志願倍

率では 4.0倍、平均充足率では 1.04倍であり、概ね適正な倍率を維持してきた。

また、本学は宮崎県内に立地する唯一の国立大学であり、当該課程が長年にわた

り人文社会系の学生を受け入れてきた実績を鑑みれば、地域資源創成学部にお

いても、同様もしくはそれに近い入学者選抜状況となることが予想される。 
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＜アンケート概要＞ 

平成 26年 11月末から 12月中旬にかけて、宮崎県内の本学への志願実績が高

い県内の高等学校 15 校の 2 年生各 2 クラス（1700 名）を対象としたアンケー

ト調査を実施し、15校（1558名）から回答を得た（回収率 91.8％）資料 1。高

校生からは、「是非進学したい」に 29名、「進学先の一つとして検討したい」に

160 名の回答があった。両者を合計した 189 名が、地域資源創成学部に志願す

る可能性があるという結果になった。また、本アンケートは平成 26年度学校基

本調査によると県内高校生の高等学校進学者の 33.7％の動向となることから、

実際には県内高等学校の約 561名の高校生が関心を持っていると考えられる。 

さらに、同時期に高校学校の教員（150名）にもアンケート調査を実施した結

果、131名から回答を得た（回収率 87.3％）。「生徒に進学を勧めたいか」という

項目に対し「積極的に勧めたい」と回答したのは、21名、「候補として検討を勧

めたい」と回答したのは 97名であり、アンケートに回答した 90％の教員が高校

生に勧めることがわかった。教員が高校生に対し進路指導を行うことを考える

と、大きな受験生確保の一因となると考える。 

 

＜長期的な概要＞ 

文部科学省が平成 25 年 8 月 23 日の教育再生実行会議で提出した資料による

と、日本の 18歳人口は平成 21年から平成 32年頃まではほぼ横ばいで推移する

が、平成 33年頃から再び減少することが予測されている。また、国立社会保障・

人口問題研究所が報告した日本の地域別将来推計人口の資料によると、宮崎県

の 0-14 歳人口は平成 22年を指数 100 としたときに平成 37 年には 78.2 となり

20％以上減少することとなっていることから、18 歳人口も同程度減少すること

となる。上記 2 つのデータを参考に、仮に宮崎県内の受験生が今後 20％減少し

たとしても、アンケートの結果と上記の推定を基にすると約 448 名の県内の高

校生が関心を持っていることになり、入学定員の 90名に対し約 5倍の志願者が

期待できることになる。 

平成 26年度の学校基本調査によると、本県の大学（学部）進学率は 35.2％で

あり、全国平均の 48.0％と比較すると 10ポイント以上低くなっていることがわ

かる。つまり、本県には大学（学部）進学率を向上させる余地が全国と比べてあ

るということになる。平成 25年度の学校基本調査から宮崎県の高等学校を学科

別に大学（学部）進学率をみると、普通科では 53.0％、農業科では 6.8％、工業

科では 10.3％、商学科では 15.9％となっており、専門科では普通科に比べ進学

率が大幅に低いことがわかる。地域資源創成学部では、一般入試に加え、専門科

目（農業・工業・商業）について高い知識・技能を有している専門高校の高校生
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を対象とした推薦入試も実施することとしており、専門高校の高校生に大学進

学という選択肢の幅を広げることができる。これはわずかではあるが県内の大

学（学部）進学率向上の一助となり、受験生確保につながると考える。 

本学に新設学部ができることで、4 学部体制から 5 学部体制の総合大学とな

り、本学が提供する学びの資源の多様化が一層図られることとなる。受験生にと

っては選択肢も拡大することから、これまで以上の興味・関心を得ることが期待

でき、学生確保において大いに資するものとなる。 

以上のことから、今後も定員は安定的に十分充足すると考え、地域資源創成学

部の入学定員 90名の確保が可能である。 

 

 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

     ＜既存学部の倍率・充足率＞ 

地域資源創成学部の設置と時を同じくして学生の募集を停止する教育文化学

部人間社会課程（入学定員 80名）の直近 5年間の入学者選抜の状況は以下に示

すとおり、平均志願倍率では 3.96倍、平均充足率では 1.04倍となっており、概

ね適正な倍率・充足率を維持してきた。地域資源創成学部では経営・経済の文系

分野を基礎とするため、今まで当該課程へ進学してきたような学生の多くが本

学部への進学者となることが想定され、当該課程の入学者選抜状況と同程度も

しくはそれに近い状況になると考えられる。また、当該課程過去 5 年間の志願

者の出身県を見てみると、平均で県内出身者が 52.67％、県外出身者が 47.33％

であり、県内出身者の割合が少々高くなっているが、半数に近い志願者が県外か

ら来ていることがわかる。このことから、地域資源創成学部でも県外からの志願

者を想定することができる。さらに、理系の素養を身に付けた人材の育成を目指

すことから前述の従来からの志願者に加え、農学・工学の理系分野からの志願者

も期待できる。 

 

 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 平均 

志願倍率  3.45 4.19 4.91 3.54 3.73 3.96 

充 足 率 1.00 1.03 1.06 1.05 1.05 1.04 

県内出身者 57.97％ 53.43％ 44.53％ 48.93％ 58.48％ 52.67％ 

県外出身者 42.03％ 46.57％ 55.47％ 51.07％ 41.52％ 47.33％ 

   【教育文化学部人間社会課程における直近 5年間の入学者選抜状況】 
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＜アンケートの詳細＞ 

平成 26年 11月末から 12月中旬にかけて、宮崎県内の本学への志願実績が高

い県内の高等学校 15 校の 2 年生各 2 クラス（1700 人）を対象としたアンケー

ト調査を実施し、15校（1,558名）から回答を得た（回収率 91.8％）資料 1。 

平成 26年度の学校基本調査によれば、宮崎県内の高校 3年生のうち 4,620名

が高等教育機関に進学している。このことから、今回のアンケート結果は、宮崎

県内の進学動向の 33.7％を把握したこととなる。 

調査の結果から、国公立大学に進学したいと回答した高校生は 76.3％（1,189

名）、私立大学に進学したいと回答した高校生は 12.5％（195名）であった。ま

た、これらのうち県内進学希望者は 20.3％（281名）、県外進学希望者は 78.8％

（1091名）、海外進学希望者は 0.9％（12名）であった。また、県外進学希望者

のうち、宮崎県内に進学したい分野がないと回答した高校生は 34.4％（375名）

であった。新学部が設置された場合、進学したいかという問に対して、「是非進

学したい」と回答した高校生は 1.9％（29 名）、「進学先の１つとして検討した

い」と回答した高校生は 10.3％（160名）であった。 

今回の調査結果は、宮崎県内の大学進学希望者の 33.7％程度を対象としたも

のであるため、100％として考えるならば、約 561名の宮崎県内の高校生が地域

資源創成学部に志願する可能性があるということになる。この 561 名という人

数は宮崎県の高校3年生の高等教育機関に進学している人数の約12.1％である。

国立社会保障・人口問題研究所が報告した日本の地域別将来推計人口の資料で

は、宮崎県の 0-14歳人口が今後平成 37年までに 20％減少することから、18歳

人口も同様に減少すると捉えると大学等への進学者数は 3,696 名となる。つま

り、そのうちの 12.1％である約 447 名が地域資源創成学部に志願する可能性が

あると推定される。この人数は、入学定員の 90名に対して約 5倍であり、今後

も定員は安定的に十分充足すると考えることの根拠となり得る。 

 さらに、同時期に高校学校の教員（150名）にもアンケート調査を実施した結

果、131名から回答を得た（回収率 87.3％）。「経済・経営を主とする社会科学系

の学部が必要か」の問いに対して、「是非必要だと思う」と回答した教員は 39.2％

（51 名）で、「どちらかといえば必要だと思う」と回答した教員は 44.6％（58

名）であった。このことから、80％以上の教員が地域資源創成学部を必要としる

ことがわかった。また、「生徒に進学を勧めたいか」という項目に対し「積極的

に薦めたい」と回答した教員は 16.7％（21 名）、「候補として検討を薦めたい」

と回答したのは 77.0％（97名）であった。教員が高校生に対し進路指導を行う

ことを考えると、大きな受験生確保の一因となると考える。 
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ウ 学生納付金の設定の考え方 

  学生納付金（学費等納入金）については、入学金 282,000円、授業料について

は、前期分 267,900 円、後期分 267,900 円であり、年額 535,800 円に設定して

おり、いずれも本学の既存学部と同額である。国立大学の役割及び適正な受益者

負担などの観点から設定しており、経済状況、他大学の動向を注視し適宜見直し

を行う予定である。 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

地域資源創成学部の学生確保に向けた取組としては、現在、以下の計画を予定し

ており、様々な広報媒体・メディア機関を積極的に活用し、広く周知できるように

する。なお、設置認可申請中においては、「設置認可申請中」であることや「予定で

あり、変更があり得る」ことを正確に伝えていくこととする。 

 

ア 学部案内（リーフレット・パンフレット）の制作・配布 

    １）リーフレット 

     地域資源創成学部の特色と魅力をわかりやすく伝えるリーフレットを作成し、

平成 27年 5月から 6月にかけて県内の高等学校へ配布する。 

 

２）パンフレット 

    具体的なカリキュラムのイメージや実習・インターンシップ先の紹介、教職員か

らのメッセージ、入試情報を掲載したパンフレットを 7 月下旬までに作成する。

作成したパンフレットは県内の高等学校へ配布し、追加希望があればその都度送

付する。 

  

イ ウェブサイトでの広報活動 

 １）全学ページへの掲載 

    宮崎大学のウェブサイトに地域資源創成学部に関する項目を設け、上記のリー

フレットおよびパンフレットを掲載していく。 

 

   ２）地域資源創成学部専用のウェブサイト開設 

     全学ページとは別に、地域資源創成学部専用のウェブサイトを開設し、養成する

人材像やカリキュラムの内容、実習・インターンシップ先の紹介、教職員、在学生

及び卒業生からのメッセージ、入試情報・お問い合わせ窓口の掲載をする。また、

今後開催を予定しているオープンキャンパスや進学説明会の情報も掲載する。さ

らに、県内の自治体や企業から新学部に対するメッセージを掲載する。入学希望者

にとって有意義で参考となるこれらの内容を公開していく。 
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ウ オープンキャンパスの開催 

    8月に開催する本学全体のオープンキャンパスに合わせ、地域資源創成学部も実施

する。学部の特色や養成する人材像について説明し、教員による模擬授業等を行う。

また、全体の進学説明会を開催した後に、個別の進学相談も行う。 

 

エ 高等学校への説明会 

   本学から県内の高等学校を中心に積極的に働きかけ、県内の高等学校校長会への

出席や各高等学校の進路指導教員に集まっていただき説明を行う場を設けるほか、

各高等学校に新学部の教員が赴き、直接教員および高校生に向けて地域資源創成学

部の入試方法やカリキュラム、想定される就職先などについて説明を行う。 

また、設置２年後以降には、併せて在学生による体験談の紹介なども行い、進学意

欲の向上を図る。 

 

  オ 県外での進学説明会 

    本学以外の他機関等が主催する県外（主に福岡・熊本・大分・鹿児島）での合同進

学説明会に参加し、県外からの受験生確保に向けてアピールを行う。 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

①人材の要請に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

   今日、我が国の地域社会は、少子高齢化・人口減少、グローバル化、さらには地方分

権の進展と厳しい財政状況等様々な課題に直面している。特に、本学が立地する宮崎県

では、少子高齢化が加速度的に進行する中山間地域を抱え、後継者不足や若者の県外流

出、グローバル化に伴う産業間競争の激化による地域社会経済全体の衰退に直面して

おり、持続可能な地域創成と地域産業の振興に向け、地域資源を経済的価値に転換でき

る仕組みや、国内外市場の開拓やリンケージ構築、地域活動の有機的連結とその活性化

を実現できる人材の育成が強く望まれている。 

地域資源創成学部では、本学の教育理念である「人類の英知の結晶としての学術・文

化に関する知的遺産の継承と発展、深奥なる学理の探求、地球環境の保全と学際的な生

命科学の創造を目指し、変動する社会の多様な要請に応え得る人材を育成する」の下、

①地域創成のために必要なマネジメント（経営学、商学）の専門知識を有している、②

地域創成のために必要な社会・人文科学、及び農学・工学の利活用技術の基礎知識を有

し、複眼的な視野から地域資源の価値を捉えることができる、③人々と広く協働し、地

域の資源や状況をよく理解・分析することで問題解決に導けるコミュニケーション力、

理解力を有している、④「新産業創出人材」、「地域創造人材」、「企業マネジメント人材」

の人材育成像に対応した企画力・実践力を有した人材の養成を目的としている。 
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②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な

根拠 

教育再生実行会議は、「高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方

について」（第四次提言、平成 25 年 10 月 31 日）において、「新たな価値を生み出し、

世界に発信する力を備えたグローバル人材の養成」、「地域社会の発展の担う人材の養

成」について提言している。さらに、総合科学技術・イノベーション会議は、諮問第 1

号「科学技術イノベーション総合戦略 2014について」（平成 26年 6月 24日）におい

て、地域資源を活用した新産業の育成の重要性が示されている。 

一般社団法人日本経済団体連合会は、「次代を担う人材育成に向けて求められる教育

改革」（平成 26 年 4 月 15 日）の提言のなかで、持続的な経済成長を維持するために

は、既成概念に捉われずイノベーションを起こせる人材や、国際ビジネスの現場で活躍

できる人材の育成が急務となっており、次代を担う人材の育成こそが日本の最も重要

な成長戦略としている。また、日本政策投資銀行の地域みらいづくり本部では、「地方

創生への提言」（平成 26年 10月）のなかで、高等教育機関は、地域経済・社会からの

人材ニーズを再確認の上、地域のニーズにあった人材の育成・輩出を実現できるような

教育システムの改善を図る必要があるとしている。 

現在、宮崎県では、平成 23年 3月に策定した宮崎県総合計画の見直しを進めており、

改定後の計画では人財育成が大きな柱に掲げられ、「事業拡大や事業継承を担う中核的

人財」や「新事業を立ち上げ新たな市場開拓に取り組む起業人財」の必要性と、そのた

めには、「学校等の教育機関とも連携しながら、国際感覚とコミュニケーション能力を

有したグローバル人財や技術開発・経営革新等を担うイノベーション人財など、本県経

済の活性化に資する中核的な産業人材の育成が急務」であることが示される予定であ

る。また、県が政府に行った「真の地方創生を実現する『みやざきモデル』の提言」（平

成 26年 10月）では、「農林水産業を核とした成長産業の育成」とともに、「地域の産業

を支える人材育成」として「産業・分野の枠を越えた総合的な人材育成」の必要性が示

されている。 

さらに、平成 26年 11月には本学と県内の自治体、商工会、金融、企業等との意見交

換を実施し、出席者からは、経済学分野や本学に欠けている経営学分野の専門性に加え、

本県の主産業である農業・畜産、中小企業等を支える理系分野の知識等を併せ持つ幅広

い視野を持った人材の養成への強い期待が寄せられた。その後に行ったアンケート調

査（92 社から回答を得た）資料 1 においても、経済・経営を主とする社会系学部の学

部が必要かという問いに対し、「是非必要だと思う」の回答が 41.3％（38社）、「どちら

かといえば必要だと思う」の回答が 51.1％（47社）であり、両者を合計すると 90％以

上の企業が地域資源創成学部を必要としているとの結果になった。また、地域資源創成

学部の卒業生を採用したいかどうかの問いに対しても、「積極的に採用したい」の回答
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が 23.9％（22社）、「採用したい」の回答が 16.3％（15社）、「採用を検討する」の回答

が 40.2％（37社）であり、合計すると 80％以上の企業が採用を検討していることとな

り、県内の企業から高い期待が寄せられていることがわかる。同じく、県内の自治体に

も同様のアンケート調査を行ったところ、「積極的に採用したい」の回答は 5.6％（1自

治体）、「採用したい」の回答は 33.3％（6自治体）、「採用を検討する」の回答は 33.3％

（6自治体）であった。また、「採用は検討しない」と回答した自治体が無いことから、

県内の各自治体で地域資源創成学部の卒業生が働く機会があることがわかる。 

本学は、「世界を視野に 地域から始めよう」のスローガンのもと、変動する時代並び

に多様な社会の要請に応え、人間性・社会性・国際性を備えた専門職業人を養成し、有

為な人材を社会に送り出すことを使命としている。よって、地域が抱える課題の解決を

志向の視座におき、次世代の地域の社会経済を担うにふさわしいトータルマネジメン

ト力を備え、持続可能な地域創成とその国際化をリードできる即戦力人材を養成する

ことは、地域における「地（知）の拠点」としての高度人材養成機関である本学の使命

といえる。 
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